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特別損失の計上および

当社は下記のとおり特別損失を計上することとなり、

通期連結業績予想と実績値に差異が生じましたの

 

 

1. 特別損失の計上およびその内容について

当社の子会社である上海漢虹精密機械有限公司

三者（債務者）との間において、平成

製造設備のリース契約に係る未払リース料に関し、平成

民法院に買戻し保証契約に基づく民事訴訟を提起され、平成

が下されました。上海漢虹は、上海市第二中級人民法院による

月 22 日付で上海市高級人民法院に

たところ受理され審理中であります。

当連結会計年度において、現段階で負担する可能性のある損失見込額を訴訟損失引当金

円を特別損失に計上いたしました。

① 提訴を受けた子会社の概要 
会社名：上海漢虹精密機械有限公司

所在地：中国上海市宝山区 

代表者：賀 賢漢 
事業内容：各種製造装置の製造販売

② 提起した会社の概要 
会社名：中航国際賃貸有限公司

所在地：中国（上海）自由貿易試験区

代表者：周 勇 

事業内容：金融リース業 
③  第三者の概要 

会社名：江蘇聚能硅業有限公司

所在地：江蘇省蘇州市 
代表者：莫 衛華 
事業内容：太陽電池用シリコンの製造販売
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特別損失の計上および通期連結業績予想と実績値との差異に関するお知らせ

 

当社は下記のとおり特別損失を計上することとなり、平成29年11月14日に公表いた

と実績値に差異が生じましたのでお知らせいたします。 

記 

特別損失の計上およびその内容について 

当社の子会社である上海漢虹精密機械有限公司（上海漢虹）は、中航国際賃貸有限公司

平成 22 年 11 月 25 日に上海漢虹精密機械有限公司が販売した

設備のリース契約に係る未払リース料に関し、平成 29年 8月 21 日付で中航国際

民法院に買戻し保証契約に基づく民事訴訟を提起され、平成 30年 2月 9 日付で中航国際の請求を認める判決

上海市第二中級人民法院による判決には事実誤認があるとして、

日付で上海市高級人民法院に当該判決の撤回および差戻し審理または訴訟請求の棄却を求めて

審理中であります。 

現段階で負担する可能性のある損失見込額を訴訟損失引当金

。 

 
上海漢虹精密機械有限公司 

 

事業内容：各種製造装置の製造販売 

中航国際賃貸有限公司 

自由貿易試験区 

会社名：江蘇聚能硅業有限公司 

太陽電池用シリコンの製造販売 

 
平成30年5月15日 

 

株式会社フェローテックホールディングス 

      山村   章 

（ＪＡＳＤＡＱ･コード６８９０） 

社長     山村   丈 

（０３－３２８１－８８０８） 

に関するお知らせ 

いたしました平成30年3月期

は、中航国際賃貸有限公司（中航国際）と第

上海漢虹精密機械有限公司が販売したシリコン結晶

日付で中航国際より上海市第二中級人

日付で中航国際の請求を認める判決

判決には事実誤認があるとして、平成 30年 2

当該判決の撤回および差戻し審理または訴訟請求の棄却を求めて上訴し

現段階で負担する可能性のある損失見込額を訴訟損失引当金として 1,114 百万



 
2.平成30年3月期通期連結業績予想の修正（平成29年4月1日～平成30年3月31日） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 

親会社株主に 

帰属する 

当期純利益 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

 

前回予想（Ａ） 

百万円 

85,000 

百万円 

8,500 

百万円 

7,500   

百万円 

4,400 

円 銭 

126.67 

実 績 値（Ｂ） 90,597 8,437 7,157 2,678 77.08 

増 減 額（Ｂ－Ａ） 5,597 △63 △343 △1,722  

増 減 率（％） 6.6 △0.7 △4.6 △39.1  

（ご参考）前期実績 

(29 年 3 月期) 
73,847 5,678 5,675 3,256 105.67 

 

3.差異が生じた理由 

通期業績予想の売上高につきましては、当社グループの属するエレクトロニクス産業において半導体デバ

イスメーカー各社の設備投資や設備稼働率が高水準であり、当社グループの半導体製造装置向けのマテリア

ル製品の販売は堅調に推移しました。営業利益は、太陽電池関連事業で不採算製品から撤退したため、当該

在庫の棚卸処分を行い、また過年度に販売したシリコン結晶製造装置顧客の貸倒引当金の計上など1,916百万

円の損失処理を行いました。親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、上記の訴訟損失引当金およ

び太陽電池関連事業における不採算製品撤退の製造設備の減損を実行したため、特別損失1,779百万円を計上

したことで予想値を下回りました。 

 

 

以上 


